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三菱ケミカルホールディングス（MCHC） 概要 

会社概要 

設立日              

本社所在地 

代表執行役社長 

資本金 

上場 

主な事業 

 

事業領域  

連結売上高 

連結営業利益 

連結従業員数 

URL 

2005年10月3日 

東京都千代田区丸の内1-1-1 パレスビル 

越智 仁   

500億円 

東京証券取引所 

グループ会社の経営管理 

（グループの全体戦略策定、資源配分など） 

機能商品、素材、ヘルスケア           

38,231億円  

  2,800億円  

68,988人  

http://www.mitsubishichem-hd.co.jp/ 

 

株式会社三菱ケミカルホールディングス 
Mitsubishi Chemical Holdings Corporation 

代表執行役社長   越智 仁 

数値は、2016年3月期の値 

三菱ケミカルホールディングスグループは、 

持株会社である㈱三菱ケミカルホールディングスのもと、 

三菱化学㈱、田辺三菱製薬㈱、三菱樹脂㈱、三菱レイヨン㈱、㈱生命科学インスティテュート、大陽日酸㈱ 

 を事業会社として連結子会社約500社、持分法適用会社約80社を含む、計約750社を擁する企業グループです。 
 

私たちは、「THE KAITEKI COMPANY」をコーポレートブランドに掲げ、 

KAITEKI実現をめざして企業活動を推進しています。 
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1 会社概要 

http://www.mitsubishichem-hd.co.jp/
http://www.mitsubishichem-hd.co.jp/
http://www.mitsubishichem-hd.co.jp/


100％ 100％ 56.3％ 100％ 100％ 50.6% 

純粋持株会社 

(株)三菱ケミカルホールディングス* 

連結売上高      38,231億円 

連結従業員数   68,988人 

機能分担会社 

㈱地球快適化インスティテュート （2009年4月） 

Mitsubishi Chemical Holdings America （2010年11月） 

三菱化学控股管理（北京） （2011年1月） 

Mitsubishi Chemical Holdings Europe （2012年11月） 

㈱三菱ケミカルホールディングスコーポレートスタッフ （2013年4月） 

㈱MCHC R&Dシナジーセンター （2014年4月） 

三菱化学㈱ 
㈱生命科学 
インスティテュート 

大陽日酸㈱* 田辺三菱製薬㈱* 三菱レイヨン㈱ 三菱樹脂㈱ 

（2014年11月） 

連結売上高 
6,415億円 

連結従業員数 
14,127人 
［事業内容］ 

産業ガスおよび 
関連機器・装置等 

（2014年4月） 

連結売上高 
1,360億円 

連結従業員数 
5,310人 

［事業内容］ 
健康・医療ICT、 

創製薬支援、次世代医療 

（2010年3月） 

連結売上高 
5,485億円 

連結従業員数 
9,396人 

［事業内容］ 
化成品、樹脂、繊維、 
炭素繊維、アクア等 

（2008年4月） 

連結売上高 
4,808億円 

連結従業員数 
9,486人 

［事業内容］ 
合成樹脂加工、 
無機繊維材料等 

（2005年10月） 

連結売上高 
17,460億円 
連結従業員数 

22,709人 
［事業内容］ 

機能商品、素材等 

事業会社 

100％ 

（2007年10月） 

連結売上高 
4,317億円 

連結従業員数 
8,125人 

［事業内容］ 
医療用医薬品等 

* 上場会社 

売上高・従業員数は、 
2016年3月期の値 

グループ会社 グループ会社 グループ会社 グループ会社 グループ会社 グループ会社 

事業体制 

機能商品 

ヘルスケア      

素材 

＜事業領域＞ 

2017年4月 化学系 3社を統合し、三菱ケミカル(株)に  
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1 会社概要 



事業領域 

記録材料 電子関連製品 
情報機材 

無機化学品 

食品機能材 

電池材料 

精密化学品 

樹脂加工品 

複合材 

基礎石化製品 

化成品 合成繊維原料 

炭素製品 

合成樹脂 

臨床検査 

診断製品 

医薬品 

機能商品 
エレクトロニクス ・アプリケーションズ 

デザインド･マテリアルズ 

ヘルスケア 
ヘルスケア 

素 材 
ケミカルズ 
ポリマーズ 

化学繊維 
製剤材料 

産業ガス 
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社会・経済・市場 

健康・医療 地球環境・資源 
● 気候変動の増大 
● 水資源の汚染・不足 
● エコシステムの破壊 
● 天然資源・化石資源の市況の変動 
● シェール革命 

● 医療費の増加と医療経済評価の厳格化 
● 超高齢化に伴う疾病構造の変化 
●  ICT化の促進（医療情報、健康情報、IoT 等） 
● 再生医療、プレシジョンメディシンの進展  

  世界の人口の増加と高齢化の進展 

  市場経済の多極化（日・米・欧・中・露他） 

  グローバル化の進展と地域経済圏の拡大 

    アジアを中心とした新興国経済の発展 

  技術革新の加速とデータ駆動型経済の出現 

    （デジタル化、モジュール化、ICT化、人工知能、ロボット、3Dプリンタ） 

    （Big Data、Internet of Things、Internet of Everything、Industry 4.0） 

  企業経営におけるCSRの重要性の増大 

  米国の石化産業の再生と中国石炭化学の拡大 

  水素の利活用 

  3.11後のエネルギー政策の見直し 

  オリンピック/パラリンピック、震災復興による需要増加 

環境認識 

2-① 背景 



8 

デジタルデータ量の増加予測 

出所: 総務省「情報通信白書 平成27年版」 

米国のロボティクス企業Boston Dynamicsが 

手掛ける最先端二足歩行ロボット “Atlas” 画像出典：2016年3月16日付 東京新聞 

囲碁ソフト「アルファ碁」が 

人間のプロ棋士に４対１で勝利を収めた 

IT化、情報技術の進化 
2-① 背景 

■「10～20年後に国内労働人口の49％にあたる職業について、 

  人工知能やロボットで代替される可能性が高い」 （2015年12月 野村総合研究所レポート） 

個々人の「創造性」、「活力」がより強く求められる時代 

 画像認識技術の進化により、人工知能とロボティクス（行動）は飛躍的に発展 
 ものづくりの質的な変化をもたらす可能性が高い 
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超高齢化 
2-① 背景 
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出所：財務省ホームページ 

国民医療費・対国内総生産 

及び対国民所得比率の年次推移 

出所・厚生労働省「平成25年度 国民医療費の概況」 

・日本の総人口に占める65歳以上の割合は26.7％と調査開始以来最高を更新（2015年国勢調査の速報集計） 

 超高齢化に伴う医療費の増加、生産年齢人口の減少は社会的課題 
 「健康寿命」をいかにして伸ばすかが重要なテーマとなる 
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KAITEKI経営に至った経緯 －企業存続の視点 

 革進-Phase 2 

    APTSIS 10 

         APTSIS 15 

【ビジョン】 KAITEKI実現 

’06  「プロジェクト10/20」                               
10～20年先の社会を予測し、化学産業が何をなすべきかを考察 

’07  企業活動判断基準策定 

  → Sustainability・Health・Comfort 

’11～  KAITEKI経営スタート 

  ・非財務価値向上としてSustainabilityを   

   経営基軸に導入、定量的PDCA推進 ’08～ 地球快適化PJ 

 化学メーカーとして、サステナビリティの追求が持続的経営に必須と認識 

KAITEKIとは：時を越え、世代を超え、 

人と社会、そして地球の心地よさが続く状態 

’09 MCHCの存在意義を 

KAITEKI実現への貢献と定義    

売上高（億円） 

 2005       2006          2007        2008         2009        2010         2011        2012         2013         2014         2015         2016 
    

Step 2 

82 

663 

2,265 

1,250 1,286 

1,336 

1,306 
902 

1,105 

2,800 

1,657 

利益（億円） 

リーマンショック 

東日本大震災 

シェール革命 三菱化学鹿島 

火災事故 

年度 

2-② KAITEKI経営の推進 

※2016年度はIFRS基準 

2,350 



持続可能な社会構築における企業の役割 
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 持続可能な社会の構築には、企業の責任ある行動に基づいた持続的成長が不可欠 

（出所）経済同友会 『「社会益協創企業への深化」 

～持続可能な社会と企業の相乗発展を目指して～』 2012年6月 

 
 

  

  社会的価値向上 

経済価値向上 

企業価値向上 

企業の持続的成長 

社会の持続的発展  

x N 

好循環の成立 

（出所）三菱ケミカルホールディングス社内資料 

財務価値 

非財務価値 

2-② KAITEKI経営の推進 
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Sustainability Century 

Profit・ROE経営 Quarter 

Innovation  

Decade 

 資本効率の向上、Innovationの追求、Sustainabilityへの貢献を通じて生み出す   
価値の総和を企業価値とし、この価値を高める「KAITEKI経営」を推進 

持続的成長を果たすためのKAITEKI経営 
2-② KAITEKI経営の推進 

非財務価値 



MCHCグループのSustainabilityへの貢献 

ＭＯＳ指標 S指標 

S-1 

S-2 

S-3 

地球環境負荷削減への貢献 

資源・エネルギーの効率的な利用 

環境・資源の持続可能性に貢献する製品・サービスの提供 

ＭＯＳ指標 H指標 

H-1 

H-2 

H-3 

疾病治療への貢献 

疾病予防・早期発見への貢献 

健康で衛生的な生活の実現に貢献する製品・サービスの提供 

ＭＯＳ指標 C指標 

C-1 

C-2 

C-3 

社会からより信頼される企業への取り組み 

ステークホルダーとのコミュニケーション、協奏の推進 

より心地よい社会、より快適な生活づくりへの貢献 

重大事故・重大コンプライアンス違反は発生ゼロにする 必 達 

 「あるべき姿」から、非財務分野の重要項目を独自に設定 
 それらを指標化し、定量目標を設定してPDCAを推進 
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2-② KAITEKI経営の推進 
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優れた製品・ｻｰﾋﾞｽ 

株主満足 

ステークホルダーと価値の共有 

社会からの信頼 
優良企業としての認知 

好業績 

中長期の資金調達 

出所）三菱ケミカルホールディングス社内資料 
参考：一橋大学伊藤邦雄教授・日経新聞社 

従業員 
ベクトルの一致 

経営の安定 

持続的企業価値向上 

企業価値向上スパイラルをつくる 

顧客満足 

従業員満足 

規律ある行動 

2-② KAITEKI経営の推進 

 従業員を中心においた企業行動が、持続的企業価値向上に直結する 



MOS指標全体の進捗とSRI評価 
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MOS指標の実績推移 

 Sustainability向上の進展とSRI評価向上の好循環が定着 

SRI評価の向上 

Dow Jones Sustainability Indices得点推移 

年度 

年度 

34 

51 51 
63 

73 77 

93 

77 

86 90 
92 

96 97 

111 

29 

40 
48 

53 

65 
70 

96 

140 

177 
189 

208 

234 
244 

300 

0

50

100

150

200

250

300

2010 11 12 13 14 15 15目標 

点
数

 

2-② KAITEKI経営の推進 

2011      2012      2013     2014      2015     
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特に重視してきたMOS指標項目の進捗 
2-② KAITEKI経営の推進 

S-1:GHG排出量              H-3:検査受託・健診受診者数 

100

110

120

130

% 

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

% 

C-2:係長級以上に占める 

    女性社員比率 C-2:従業員満足度 

S-1:製品を通じたGHG削減              

1
0

,0
0

0
t-

C
O

2
e
 

350 

基準年比は達成も、新規連結により超過 ほぼ達成 

達成 

未達 

未達 

C-3:休業度数率 

143 

0.48 

126 
121 

達成 

3.75 

3.80 

7.0 

5.8 

大陽日酸 

新規連結分 

8,684 

9,600 

0.21 



及第 

注意 

問題 

所属 

良好 

2.5

3

3.5

4

4.5

11年 12年 13年 14年 15年 11年 12年 13年 14年 15年 11年 12年 13年 14年 15年 

仕事にやりがい・達成感を感

じている 

 あなたは上司を信頼している  あなたの職場やメンバーに

は、切磋琢磨の雰囲気や刺

激がある 

MCC MPI

MRC MTPC

LSII TNSC

従業員満足度の推移 （MOS指標採用６項目） 
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2-③ 問題点は何か 



及第 

注意 

問題 所属 

良好 

2.5

3

3.5

4

4.5

11年 12年 13年 14年 15年 11年 12年 13年 14年 15年 11年 12年 13年 14年 15年 

あなたは自分の評価には納

得している 

 あなたは会社の経営方針・

計画は共感できる 

 あなたはあなたの会社で働

いていることについて満足し

ている 

MCC MPI

MRC MTPC

LSII TNSC

従業員満足度の推移 （MOS指標採用６項目） 
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2-③ 問題点は何か 



 
 

・体力機能の低下も原因のひとつとして指摘されている転倒災害 
 は2000年頃までは減少傾向であったが，2005年に最頻出災害と 
 なりその後増加傾向にある 
              ・2005年：20,293人（全体の17.8％） 
             ・2012年：25,974人（全体の21.7％） 

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/information/sokuhou.html 厚生労働省「職場のあんぜんサイト」 

12,000 
15,000 
18,000 
21,000 
24,000 
27,000 
30,000 
33,000 
36,000 
39,000 
42,000 
45,000 

1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011 年 

人
数

 

墜落・転落 

転倒 

はさまれ・巻き込まれ 

（休業4日以上）（墜落・転落，転倒，はさまれ・巻き込まれ） 

2-③ 問題点は何か 

業種別・事故の型別死傷者数の推移 
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http://anzeninfo.mhlw.go.jp/information/sokuhou.html


すべり
8.9%

つまずき
21.4%

踏み外し
26.8%

その他
42.9%

原因別発生割合

20歳台
6.9%

30歳台
17.2%

40歳台
17.2%

50歳台
19.0%

60歳台
8.6%

不明
31.0%

年代別発生割合

不明：海外等 

2-③ 問題点は何か 

転倒労災の傾向 

（当社グループ事業会社のデータ） 

 若年層での発生もあるが、40歳台以上が約半数を占める 
 原因としては、「踏み外し」、「つまずき」が多い 
 その他は「バランスを崩す（突起物にぶつかる等）」や「長時間の姿勢継続」等 
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従業員の年齢構成 
2-③ 問題点は何か 

 40代以上の従業員比率は60%を超える 

（当社グループ事業会社３社のデータ。総合職、管理職社員の総計） 
21 
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組織の活性度調査 
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2-③ 問題点は何か 

方向性 

 
61% 

業績・リスク管理 

 
53% 

イノベーション・ 
学習能力 

46% 

＜「非常にそう思う」「そう思う」とした割合の平均＞ 

下位 

50～25% 

下位 

25% 

■他社 

  相対比較 上位 

25% 

上位 

25～50% 

 組織の活性度は、相対評価で下位に属している 

役割・権限・ 
責任 
59% 

外部志向 

 
53% 

リーダーシップ 

 
61% 

モチベーション 

 
51% 

組織スキル 

 
65% 

企業風土 

 
50% 

方向性 
組織が向かっている方向性、達成方法、それを
達成する意義の理解度と納得感の程度 

リーダー
シップ 

他人のやる気を引き出し、行動に結び付けられ
るリーダーシップの程度 

企業風土 
部門内、部門を超えた価値観の共有度合いと
意思疎通の質 

説明責任 
個々人が果たすべき役割と責任を明確に理解
し、結果を出すために充分な権限が与えられて
いる度合い 

業績・リス
ク管理 

組織・人財の業績とリスクを評価し、なにか起き
た場合に課題とチャンスを特定する能力 

組織スキル 
戦略を実行し競合優位性を確立するために必
要な組織的なスキルと能力の有無 

モチベー
ション 

与えられた仕事以上に目指す結果を出そうと
する、従業員のやる気や熱意の程度 

外部志向 
価値を創造するための顧客、サプライヤー、
パートナーや社外の関係者に対する理解の深
さと関係構築力 

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・
学習能力 

新しいアイデアの流通量と質、および必要に応
じて組織を適応・変化させるための能力 

（当社グループ内事業会社のデータ） 



研究職、製造スタッフのタイムスケジュール 

 会議・資料作成に多くの時間が割かれ、研究や改善活動の時間が足りていない 

当社国内事業所の特定のプラントを対象としたアンケート調査に基づく 
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日時会議 

テーマに関するチーム
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テーマの資料作成 

その他会議・付随する

資料作成 

メール・電話 

その他定常業務（設備

点検等） 

新規テーマ立案活動 

テーマに関する調査 

テーマの実験・データ分析 
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12
その他（研修等） 

他部署対応 

日時会議資料作成 

日時会議資料作成 

改善に関するチーム内会議 

改善に関する資料作成 

その他会議・付随する

資料作成 
メール・電話 

生産状況・設備確認 

オペレータへの指示 

不具合・不良・増産対

応 
その他定常業務 

改善のための現場視察 

改善のためのデータ分

析・調査 

委員会出席等、
社内外の会議が
非常に多い 

（時間） （時間） 

研究職の一日 製造スタッフの一日 

調査業務が多
く、メール・電話
に多くの時間を
費やしている 

 

 

 

研究に費す時
間が少なく、 

研究内容を 

あまり把握して
いない 

・会議・資料作成
に４時間以上を
費している 

・似た内容にもか
かわらず、会議
により異なる
フォーマットを使
用しており、準備
に時間を要する 

部下がいれば業
務時間を短縮 

できる可能性 
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2-③ 問題点は何か 



インターネット、スマートフォンの普及 

24 

2-③ 問題点は何か 

■インターネットの利用者数及び利用者の割合の推移(個人) 

■１日当たりのスマートフォン利用時間 

（MMD研究所調査。 

 スマートフォンを所有する 

 15歳以上60歳未満の男女 

 （N=2,750）を対象） 

 平成27年の1 年間にインターネットを利用し
たことのある人は1 億46万人（83.0％） 

 １日あたりのスマートフォンの利用時間は、 

   ２時間～４時間が全体の46%を占める 

（出所）総務省 平成２７年通信利用動向調査 

我々は情報通信機器を使って
いるのか？ 

使われているのか？ 



メンタル疾患患者数の推移 

25 

個人の健康度 
2-③ 問題点は何か 

（当社グループ内事業会社のデータ） 



個人の健康度 

26 

2-③ 問題点は何か 

21.7% 

35.1% 

41.2% 

54.7% 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

20代 30代 40代 50代 60歳以上 

ほとんど飲まない（飲めない） 時々 毎日 

■飲酒習慣 

59.7% 

79.0% 

83.8% 83.0% 

78.8% 

74.6% 

40.3% 

21.0% 

16.2% 17.0% 

21.2% 

25.4% 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

20歳未満 20代 30代 40代 50代 60歳以上 

いいえ はい 

■運動習慣 Q. 一日30分以上の軽く汗をかく運動を 
週2回以上、1年以上続けていますか？ 

（当社グループ内事業会社のデータ） 



本日のアジェンダ 

1. 会社概要 

 

2. なぜ健康経営に取り組むか 
① 背景 

② KAITEKI経営の推進 

③ 問題点は何か 

3.  健康経営を進めるにあたって 
① 方針、体制 

② 重点項目 

③ 来年度の本格実施に向けて 

 

                                 



健康経営推進宣言 

28 

 三菱ケミカルホールディングスグループは、従業員一人ひとりが心身の 

健康を保ち、生き生きと働くことは、個人と家族にとってはもちろん、 

グループ全体の生産性や創造性の向上、活性化のためにも必須である 

と考えています。 

  

 私たちグループがめざす人・社会・地球の持続的発展に向けて、 

経営者自らが従業員の健康を重要な要素と位置付け、戦略的に 

経営資源を投入し、従業員、健康保険組合、会社が一体となって 

３つの健康；“従業員自身の健康” “職場の健康” “家族や地域の健康” 
の維持・増進に取り組む健康経営を、KAITEKI経営の一環として推進 

することをここに宣言します。 

  

                   株式会社三菱ケミカルホールディングス 

                                   代表執行役社長 

                                      越智 仁 

                                   2016年4月27日 

 

3-① 方針、体制 
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経営者による 
（戦略的構想） 

管理監督者による 
（職場の快適化） 

従業員みずから 
（健康と体力の向上） 

健康経営への
戦略的取組み・
資源投入 

健康増進 

活力増進 

生産性向上 

企
業
価
値
向
上 

経営理念・方針 

法令遵守、組織体制、制度・施策、効果の検証   

健康経営の実践 

29 

 従業員の健康を重要な経営資源と捉え、戦略的に取り組む 

3-① 方針、体制 
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          MCHC社長 

事業会社 社長 

CHO 

MCHC 

CHO 
健康経営推進 

 事務局  

 人事室   

事業部門   製造部門    

CSO 
MOS推進 

事務局 

経営戦略室 

KAITEKI 

CSO 

グループ会社 

R&D部門   共通部門    

社長 所管役員 所管役員 

KAITEKI推進担当 健康経営推進担当 

連携 

連携 

 経営戦略室
（ヘルスケア）  

KAITEKI推進会議 

CFO 
MOE推進 

CTO 
MOT推進 

KAITEKI連絡会議 

当社内の推進体制 

 KAITEKI活動の一環として、CHO（Chief Healthcare Officer）を任命し、推進する 

3-① 方針、体制 
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自分の健康 

自分の健康 Self Wellness 
＜自分が健康であること＞ 
私たちは、「自分の健康は自分で管理する」という原則に基づき、活き活きと働く 
ことができるように、自律的な健康管理を推進します。 

＜従業員ができること＞ 

・自身の目標設定をする 
・運動習慣をつける 
・個人の適切な睡眠時間を確保する 
・食生活・飲酒習慣を整える 
・がん検診を受ける 
・喫煙者は禁煙をする 

＜会社ができること＞ 

・健康診断データをベースとしたアドバイス 
 システムの構築とサービスの提供 
・適切なポピュレーションアプローチと 
 ハイリスクアプローチ 
・多くの従業員が「目標設定を動機付けで 
 きる」施策の検討 
・運動習慣の推奨と施設の提供 
・睡眠時間を含む生活習慣を整えるため、 
 長時間労働者管理の方法、評価手法を 
 根本的に見直す 
・がん検診をエビデンスに基づき充実 
・禁煙支援と受動喫煙防止の推進 
・体力測定等自己管理の為の施設・空間の提供 

⇒ 健康維持・増進 

 

 

3-② 重点項目 
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職場の健康 Workplace Wellness 
＜職場が健康であること＞ 
  私たちは、ともに働く仲間の個性を認め、お互いに支え合う力を元に、職場の 
 環境、業務の改善を通して活力と創造力のある職場をつくります。 

＜従業員と会社が一体となって取り組むこと＞ 

・職場の改善のための時間の創造と提供 
・職場環境、業務の見直し改善（設備投資含む） 

・労災対策として「人的要因」への取組み 

  ⇒ KAITEKI体操、安全安心体力テスト、応急処置マスター制度の検討 

・化学物質取扱い作業を含む有害業務のRAとリスク低減活動 

・ストレスチェックの職場分析や、従業員意識調査等を活用した 

 「元気な職場」維持のためのコミュニケーション促進活動 

⇒ 安全・安心、活力、創造力    

⇒ 深いコミュニケーション 

職場の健康 
3-② 重点項目 
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家族や地域の健康 Social Wellness 
＜家族が健康であり、地域とのつながりを大切にすること＞ 

 私たちは、「自分の健康」と「職場の健康」をより良く向上させることを通じて、 
家族や地域の一員として、広く社会に貢献することを目指します。 

＜従業員と会社が一体となって取り組むこと＞ 

・家族の健康診断の推進（健康保険組合とのコラボヘルス事業推進） 
・地域活動への参加、支援の推進 
・地域市民との交流の推進 

⇒ 家族の健康を支え、地域に貢献する 

⇒ 当社のブランド力になる 

   

家族や地域の健康 
3-② 重点項目 
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社内向けリーフレット（三菱樹脂） 
3-③ 来年度の本格実施に向けて 



社内向けリーフレット（三菱樹脂） 

35 

3-③ 来年度の本格実施に向けて 



転倒労災対策（三菱レイヨン） 

■ ＫＡＩＴＥＫＩ体操（２０１６年度スタート） 

１．目的 

  ・日常や作業による不良姿勢や身体的負荷の改善・軽減 

  ・加齢や運動不足から生じる柔軟性や筋力・平衡能力低下の予防  

２．内容 

  ・筋緊張を緩和するストレッチ運動 

  ・筋力を高めるレジスタンス運動 

  ・各関節の協調性を高める運動 

３．実施方法 

  ・就業時間内実施を義務付ける （体操：5分程度） 

    ◆日勤は時間を指定、交替勤務は労働時間中に交代で実施 

  ・動画を作成し、普及ツールとして活用 

等を組み合わせた体操 

36 

3-③ 来年度の本格実施に向けて 



ご清聴ありがとうございました 



以下、参考資料 



グループの変遷   

39 



40 

かなり高い 高い 

極
め
て 
高
い 
 

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
重
要
度 

MCHCグループの重要度 

か
な
り 
高
い 
 

高
い 
 

極めて高い 

 MCHCグループの存立に関わる最重要の経営課題 
コンプライアンス、保安安全、ガバナンス 

■資源・エネルギーの 
  効率的利用 
■気候変動の対応 
■製品・サービスの信頼性 
  向上 
■人材の育成・開発 
■労働安全衛生の推進 

■健康維持への貢献 
■疾病治療への貢献 
■人権尊重の理念の共有 
■情報セキュリティ対策 
   の推進 
 

■生活の満足度向上 
■イニシアチブへの参画 
  とリーダーシップの発揮 

■清浄な水資源確保 
■食料・農業問題への 
  対応 
■ダイバーシティの推進 

■コミュニティ貢献 
 

■生物多様性の保全 
■スマート社会への対応 
■ステークホルダーとの    
  コミュニケーション・協働 
■ICT高度活用の推進 

■サプライチェーンに     
  おけるCSRの推進 
 

■社会インフラの整備・ 
  拡充への貢献 

■地球環境に関連する重要課題 
 地球の心地よさの実現に向けて、MCHCグループの企業活   
   動および、イノベーションの創出や製品・サービスの提供を   
   通じて取り組むべき重要な経営課題 

■社会ｼｽﾃﾑに関連する重要課題 
 より心地よい社会の実現に向けて、MCHCグループの企業 
  活動および、イノベーションの創出や製品やサービスの提供 
  を通じて取り組むべき重要な経営課題 

■企業と組織に関連する重要課題 
 KAITEKIの実現を目指す企業グループとして、グループ内   
  の運営や、世の中との関わりにおいて取り組むべき重要な 
  経営課題 

マテリアリティ・アセスメント 
2-② KAITEKI経営の推進 

 マクロトレンドを踏まえて、取り組むべき優先課題をマテリアリティとして特定 
 マテリアリティ・アセスメントを経営戦略指針として活用 



私たちがめざすものは、 
“時を越え、世代を超え、人と社会、そして地球の心地よさが続く状態”だと考え、 

この状態を“KAITEKI”というオリジナルのコンセプトで表現しました。 
 

今日、人類は様々な社会・環境課題を抱えています。 
 

MCHCグループではイノベーションに立脚した製品・サービスを通じて、 
課題に対し最適なソリューションを提供することでKAITEKIを創造していきます。 

 
一人ひとりがKAITEKIの実現に向けて活動し、次の世代につなぐ未来を創造するグループ、 

 
それが私たち「THE KAITEKI COMPANY」です。 

 

THE KAITEKI COMPANYにこめた思い 

コーポレートブランド 

41 
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■IIRC（国際統合報告委員会）による問題提起 

 ・企業の時価総額に占める金融資産（現預金及び有価証券など）と物的資産（不動産及び 

  生産設備など）の割合は、年々低下してきており、1975年に83%だったものが、 

  2009年には19%にまで低下 

 ・この差を埋める要因がESGであり、企業価値に占めるESGの重要性の高さが伺える 

ESG（環境・社会・ガバナンス）情報の重要性 



4

3 

＊SRI投資は、世界的に増加している 

出所：Principles for Responsible Investment 

PRI Brochure 2015 

SRI・ESG投資の拡大 

 企業評価の基準やルールは変わりつつあり、非財務価値の重要性が増している 

出所：2014 Global Sustainable Investment Review, 

Global Sustainable Investment Alliance 



自分の健康 Self Wellness 
＜自分が健康であること＞ 
私たちは、「自分の健康は自分で管理する」という原則に基づき、活き活きと働く 
ことができるように、自律的な健康管理を推進します。 
 

職場の健康 Workplace Wellness 
＜職場が健康であること＞ 
  私たちは、ともに働く仲間の個性を認め、お互いに支え合う力を元に、職場の 
 環境、業務の改善を通して活力と創造力のある職場をつくります。 
 

家族や地域の健康 Social Wellness 
＜家族が健康であり、地域とのつながりを大切にすること＞ 

 私たちは、「自分の健康」と「職場の健康」をより良く向上させることを通じて、 
家族や地域の一員として、広く社会に貢献することを目指します。 

44 

推進する「3つの健康」（重点項目） 
3-② 重点項目 



健康経営推進の基本的考え方 

45 

■ 単なる “個人の健康度” を向上させる視点だけではなく、 

  “（働き方を含め）組織の健康度” も向上させる施策であること。 

 

■ ２０１７年４月の３社統合を意識し、統合後も継続できる施策  

  ～取り組みであること 

 

■ 他の社内ＰＪ等で推進している取り組みと可能な限り連携して 

    取り組んでいくこと （バラバラな施策とはしない） 

 

■ 前倒しで実行可能な施策は前倒実施する 

 

■ 可視化可能なデータは極力数値化等を行い管理～検証を行う 



※各年度4月1日現在の在籍数 

  再雇用率１００％で算定 

454名 
（2015年度） 367名 

（2022年度） 

891名 
（2029年度） 

 今後、段階的に“高年齢層”が多くなると予想される 

シニア・ベテラン層労働者の増加 

2-③ 問題点は何か 

46 （当社グループ内事業会社のデータ） 
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加齢に伴う各種身体機能の変化 

メタボやメンタル疾患には無縁でも・・ 

身体機能は加齢とともに全従業員が低下する 

3-③ 取り組みの検討事例 

47 



職場での転倒災害防止の必要性 

＜背景＞ 
・労働災害の種類別分類(休業4日以上)では「業務中の 
 転倒」が最も多い    (厚生労働省 労働者私傷病報告) 

 
・日常生活においても、「転倒・転落事故」は交通事故よ 
 り死亡者数が多い     (厚生労働省 人口動態統計) 

 
 
 
 
転倒災害はどのような職場でも発生する可能性があり、 
職場における設備や作業のリスク要因発見・対策に加 
えて、体力(作業適応能力)を維持・増進する必要がある 
 

3-③ 取り組みの検討事例 

48 



転倒災害の定義 

STOP!転倒労災防止PJ(厚生労働省)では転倒災害の種類(原因)
を、「滑り・つまづき・踏み外し」の3つと定義 
 
   
＜「滑り・つまづき・踏み外し」と関連が強い労災事故の型分類＞ 
①【転倒】 
     人がほぼ同一平面上で転ぶこと 

      つまずき、または滑りにより倒れた場合などをいう 

②【転落・墜落】 
     足場、はしご、脚立、階段、乗物などから落ちること 

③【動作の反動・無理な動作】 
     動作の反動、不自然な姿勢等により、ぎっくり腰などになること 

出典： 厚生労働省安全衛生部安全課 「労働災害分類の手引」より抜粋(一部改) 

・“転倒災害”は労災事故分類における上記3つと定義できる 

3-③ 取り組みの検討事例 
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転倒災害リスク要因 

区分 項         目 

トリガー要因 すべり、つまずき、踏み外し、あおられ、足のもつれ、動作の反復など 

潜在要因 

内的要因 運動能力、転びの回避機能、視機能の衰え、歩行状態、
服装・履物、病気、その他 

外的要因 床面の摩擦、床面の凹凸、段差、手摺、照明、通路幅
など 

社会・管理的要因 組織的取組、床面・通路の保守・整理・清掃、高齢者と
の共生、社会モラルなど 

傷害増幅要因 

身体的要因 身体強度、身体耐性、回避能力（敏捷性）、骨の強度、
内臓の耐性など 

歩行環境要因 高さ・速度、衝撃吸収性、危険な物質・突起、回転体、
機械、移動体など 

永田 久雄 『「転び」事故の予防科学』 労働調査会 2010より 

3-③ 取り組みの検討事例 
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事業会社の取り組み状況 

事業会社 取り組み、社内向け発信状況 

三菱化学 

・2016年5月 

  「三菱化学グループにおける健康経営への取り組みについて」 
  社長メッセージ発信 

・2016年6月 

  「健康経営への具体的な取り組みについて」 常務メッセージ発信 

田辺三菱製薬 

・2016年3月 

  「田辺三菱製薬グループ健康方針」「健康管理規則」を制定 

・2016年4月 

  「田辺三菱製薬健康方針について」 社長メッセージを発信 

三菱樹脂 

・2016年3月 

  「三菱樹脂グループ健康経営宣言」 社長メッセージ発信 

・2016年5月 

  全社員へリーフレットを配布 

三菱レイヨン 
・2016年5月 

  「KAITEKI健康経営への社長宣言」を発信 

■ 2016年4月 三菱ケミカルホールディングス 健康経営宣言 

全社横通しの会議体を通して情報とマインドを共有し、一体感をもって進める 

3-③ 取り組みの検討事例 
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ディフェンス、オフェンスに分けた健康支援施策（三菱化学） 

3-③ 取り組みの検討事例 

三菱化学 

経営執行会議資料 
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3-② 「３つの健康」のための具体的な視点 

がん予防対策、メンタルヘルス対策（田辺三菱製薬） 
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健康方針、健康管理規則の策定（田辺三菱製薬） 

田辺三菱製薬 

経営執行会議資料 

3-③ 来年度の本格実施に向けて 



■安全安心体力テスト（２０１６年度スタート） 
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１．目的 

  体力低下による労働災害発生リスクの高い人を早期に発見し、 

  低体力者への体力回復支援を行う。(体力の上限を見るテストではない) 

２．測定内容 ・・・ JFEスチール(株)アスレチックトレーナーによる監修 

  ・問診 

  ・２ステップテスト ：  つまずきリスクのチェック 

  ・片足立ちテスト  ：  体重支持力（筋力）のチェック    

  ・5mバランス歩行：  動的バランス能力のチェック 

３．事後措置 

  ・転倒ハイリスク者に対しフォローを予定 

転倒労災対策（三菱レイヨン） 

3-③ 来年度の本格実施に向けて 



人、社会、地球が抱える課題を解決すべく、イノベーションを通して 

KAITEKI価値を創造しながら成長する 

私たちのありたい姿 
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